
（第３号）

（第４号）

○ 補正予算（第４号）は、「防災・減災、国土強靱化」や「ＴＰＰ協定の早期発効に対応

するための農林水産業の強化策等」、「学校の緊急重点安全確保対策」などの内容を織り

込んだ国補正予算に対応し、河川や道路の整備に要する経費、ほ場整備に要する経費のほ

か、特別支援学校における空調設備の整備に係る経費などを予算化

（参考）

　平成２２年度以降の震災対応予算の累計は、５兆９，７８６億円（総会計）

※平成２２年度から平成２９年度は最終予算額、平成３０年度は２月補正（第４号）後現計の累計

○ このほか、所要額の精査や事業の執行状況、財源の確定見込み等を踏まえて計数整理を

行うとともに、将来の財政負担に備えて特定目的基金への積立を行い、残高を確保

○ 歳入予算では、県税、地方譲与税の増収を見込む一方、将来負担の軽減を図るため、元

利償還への財源措置のない退職手当債や行政改革推進債の発行を抑制するとともに、翌年

度以降の財源不足に備えるため、財政調整基金の取崩しを一部取り止め、残高を確保

Ⅱ　予算規模

○ また、東京オリンピック・パラリンピック大会に向けた施設改修等に活用する財源の積

立に係る経費のほか、地方自治法の規定に基づく条例の制定請求に関して署名簿の審査等

に要する経費への交付金などを予算化

平成３０年度２月補正予算（第３号）及び（第４号）案の概要

Ⅰ　予算編成の考え方

○ 補正予算（第３号）は、東日本大震災関連の経費として、東日本大震災復興交付金の第

２３回申請に係る交付見込額の基金積立や、お寄せいただいた寄附金の東日本大震災みや

ぎこども育英基金及び東日本大震災復興基金等への積立に係る経費などを予算化

平成３１年２月

宮 城 県

（単位：百万円，％）

※四捨五入のため積上げと計が一致しない箇所がある

△ 38,117

△ 23,853

6,392

うち 震災対応分 386,500 312,736 290,035 75.0△ 22,701 △ 22,701

計（総会計） 1,494,653 1,642,955 13,701 1,610,823 107.8△ 32,132 △ 45,833

うち 震災対応分 77 87 84 108.6△ 3 △ 3

公 営 企 業 会 計 26,865 26,914 25,762 95.9△ 1,152 △ 1,152

うち 震災対応分 1,410 722 712 50.5△ 10 △ 10

準公営企業会計 17,184 15,843 16,589 96.5746 746

うち 震災対応分 1,432 2,411 3,577 249.71,166 1,166

特 別 会 計 233,793 448,323 454,715 194.56,392

うち 震災対応分 383,581 309,516 285,663 74.5△ 23,853

一 般 会 計 1,216,811 1,151,874 13,701 1,113,757 91.5△ 51,818

区　　分
平成２９年度
最終予算額

 A

平成３０年度予算額 対前年度
比較
(B/A)
×100うち第４号うち第３号

１１月現計
予算額

今 回 補 正 額 補正後予算額
 B
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Ⅲ 主な事業 
（単位：千円） 

《（第３号）分》 

１ 東日本大震災関連 

・東日本大震災復興交付金基金造成費 ２,６６２,４８３ （既決:9,314,749）財政課

復興地域づくりに必要な事業を実施するための積立

・東日本大震災みやぎこども育英基金造成費 ５１９,２５５ （既決:13,895）

子育て社会推進室 

東日本大震災による孤児・遺児の就学等を支援するための積立 

２ その他 

（新規）・条例制定請求署名簿審査事務経費交付金 １９,０００ 市町村課 

条例制定請求に係る署名簿の審査等に要する経費への交付金 

・県庁舎等整備基金造成費 ２,９９９,９７６ （既決:82,355）管財課

県庁舎等の長寿命化対策に要する経費の積立

・文化振興基金造成費 ３,０００,３７７ （既決:33,862）消費生活・文化課

県有文化関係施設の長寿命化対策に要する経費の積立

・スポーツ振興基金造成費 １４５,６１４ （既決:176,172）スポーツ健康課

オリンピックに向けた県有スポーツ施設の改修等に要する経費の積立
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（単位：千円） 

 

《（第４号）分》 

１ 国補正予算への対応                              

 

（新規）・原子力防災研修調査費 ４９,０００ 原子力安全対策課 

避難計画に基づいた避難の円滑化のための調査 

 

・要配慮者等屋内退避施設確保費 １,３８７,８５０ 原子力安全対策課 

屋内退避施設の放射線防護対策への助成 

 

・保育士確保支援費 ２２４,４２２ （既決:34,606）子育て社会推進室 

保育士修学資金の貸付原資の助成 

 

・地域新成長産業創出促進費 ５０,９９４ 新産業振興課 

産業技術総合センターにおける企業の生産性向上支援のための機器整備 

 

・畜産・酪農収益力強化整備等特別対策費 １６６,３００ 畜産課 

収益力向上に向けた家畜飼養管理施設等の整備への助成 

 

・農地整備費 ５,３４９,３９６ （既決:2,659,161）農村整備課 

土地利用型農業の生産性向上に向けた大区画ほ場整備等の推進  

 

・合板・製材・集成材国際競争力強化対策費 １２６,２１１ 林業振興課、森林整備課 

高性能林業機械整備への助成、原木供給の低コスト化のための間伐の推進等 

 

（新規）・防災・減災・国土強靱化対策費 ３,１２１,１５０ 農村整備課、河川課ほか 

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策 

 

（新規）・ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金事業費 ２,１０８,１５９ 

施設整備課、特別支援教育課 

特別支援学校の空調設備の整備等 
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１　２月補正予算（第３号）及び（第４号）と前年度比較 （単位:百万円,％）

平成２９年度 増　減 比　較

最終予算額 現計予算額

Ａ Ｂ Ｃ うち第３号 うち第４号 （Ｄ－Ａ） （Ｄ／Ａ）

 一  般  会  計 イ 1,216,811 1,151,874 △ 38,117 △ 51,818 13,701 △ 103,054 91.5 

　う ち　震災対応分 383,581 309,516 △ 23,853 △ 23,853 △ 97,917 74.5 

　う ち　通　 常　 分 833,231 842,358 △ 14,264 △ 27,965 13,701 △ 5,137 99.4 

 特  別  会  計 ロ 233,793 448,323 6,392 6,392 220,922 194.5 

　う ち　震災対応分 1,432 2,411 1,166 1,166 2,144 249.7 

　う ち　通　 常　 分 232,361 445,912 5,226 5,226 218,778 194.2 

 合  計（イ＋ロ）ハ 1,450,604 1,600,197 △ 31,725 △ 45,426 13,701 117,868 108.1 

　う ち　震災対応分 385,013 311,927 △ 22,688 △ 22,688 △ 95,773 75.1 

　う ち　通　 常　 分 1,065,591 1,288,270 △ 9,038 △ 22,739 13,701 213,641 120.0 

 純 計 ニ 1,339,983 1,474,105 △ 31,180 △ 44,881 13,701 102,943 107.7 

　う ち　震災対応分 384,235 310,503 △ 22,175 △ 22,175 △ 95,907 75.0 

　う ち　通　 常　 分 955,748 1,163,602 △ 9,005 △ 22,706 13,701 198,850 120.8 

 準 公 営 企 業 会 計 ホ 17,184 15,843 746 746 △ 595 96.5 

　う ち　震災対応分 1,410 722 △ 10 △ 10 △ 698 50.5 

　う ち　通　 常　 分 15,774 15,121 756 756 103 100.7 

 公 営 企 業 会 計   へ 26,865 26,914 △ 1,152 △ 1,152 △ 1,103 95.9 

　う ち　震災対応分 77 87 △ 3 △ 3 7 108.6 

　う ち　通　 常　 分 26,788 26,828 △ 1,149 △ 1,149 △ 1,109 95.9 

 総    計（ハ+ホ+ヘ）ト 1,494,653 1,642,955 △ 32,132 △ 45,833 13,701 116,170 107.8 

　う ち　震災対応分 386,500 312,736 △ 22,701 △ 22,701 △ 96,465 75.0 

　う ち　通　 常　 分 1,108,153 1,330,218 △ 9,431 △ 23,132 13,701 212,634 119.2 

 純    計（ニ+ホ+ヘ）チ 1,384,032 1,516,863 △ 31,586 △ 45,287 13,701 101,245 107.3 

　う ち　震災対応分 385,722 311,312 △ 22,188 △ 22,188 △ 96,598 75.0 

　う ち　通　 常　 分 998,310 1,205,551 △ 9,398 △ 23,099 13,701 197,843 119.8 

２　２月補正予算（第３号）及び（第４号）の財源内訳（総会計） （単位:百万円）

平成３０年度 計

現計予算額

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）

※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

区 分

1,154,598

15,877

25,679

1,196,153

1,320,787

備 考

290,035

1,610,823

289,124

1,485,277

使用料及び手数料

寄 附 金

288,328

1,442,926

712

16,589

84

25,762

平成３０年度　会計別財政規模とその財源

平 成　　３０　　年 度

会 計 区 分

1,279,232

計

（Ｂ＋Ｃ）Ｄ

1,113,757

451,138

普

通

会

計

3,577

454,715

828,094

285,663

289,240

1,568,472

（ 企 業 会 計 ）

一 般 財 源

計

純 計

283,988

2,349

72,703

27,897

1,642,955

707,320

6,481

212,618

576

160,885

168,129

8

諸 収 入

県 債

繰 越 金

繰 入 金

内部留保資金等

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

分担金及び負担金

1,516,863

△ 22,236

1,287

△ 877

△ 347

529

△ 10,029

△ 7,923

164

2,452

△ 784

5,633

△ 32,132

△ 31,586

２　月　補　正　額

２　月　補　正　額

うち第３号 うち第４号

712,952

1,610,823

1,485,277

158,100

152,962

740

215,070

5,697

261,752

3,637

71,826

27,550

537

△ 29,505 7,270

1,287

△ 1,869 993

△ 347

529

△ 10,031 1

△ 13,141 5,218

164

2,452

△ 784

5,414 219

△ 45,833 13,701

△ 45,287 13,701

　（ ２ 月 補 正 （第３号）分 ）
5,535

△ 2,303
4,162

△ 5,141
63
0

4,625
294
110

△ 7,067
3,896
1,239
5,414

　（ ２ 月 補 正 （第４号）分 ）
219

　（ 現 計 予 算 分 ）
291,600
90,517
35,952

912
205,667

462
14

3,285
61

833
10

14,816
14,830
4,138

44,222
707,320計

県 税
地 方 消 費 税 清 算 金

諸 収 入
県 債

繰 入 金
繰 越 金

財 産 収 入
寄 附 金

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金
分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

県 債

〔 一 般 財 源 内 訳 〕

使 用 料 及 び 手 数 料

県 税

繰 入 金
諸 収 入

計

寄 附 金

地 方 譲 与 税
地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 交 付 税
分 担 金 及 び 負 担 金
使 用 料 及 び 手 数 料
国 庫 支 出 金
財 産 収 入

繰 入 金
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（単位:百万円,％）

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ  

 

県 税 313,520 25.8 291,600 5,535 5,535 297,135 26.7 94.8

地 方 消 費 税  

清 算 金 84,141 6.9 90,517 △ 2,303 △ 2,303 88,214 7.9 104.8

 

地 方 譲 与 税 35,809 2.9 35,952 4,162 4,162 40,114 3.6 112.0

 

地方特例交付金 720 0.1 912 912 0.1 126.8

 

地 方 交 付 税 202,104 16.6 205,667 △ 5,141 △ 5,141 200,526 18.0 99.2

交 通 安 全 対 策  

特 別 交 付 金 484 0.0 462 462 0.0 95.5

分 担 金 及 び  

負 担 金 8,024 0.7 6,554 △ 438 △ 1,431 993 6,116 0.5 76.2

使 用 料 及 び  

手 数 料 13,776 1.1 13,669 △ 248 △ 248 13,422 1.2 97.4

 

国 庫 支 出 金 240,655 19.8 226,879 △ 21,041 △ 28,311 7,270 205,838 18.5 85.5

 

財 産 収 入 1,989 0.2 1,636 336 336 1,972 0.2 99.1

 

寄 附 金 799 0.1 18 639 639 657 0.1 82.1

 

繰 入 金 119,046 9.8 70,358 △ 6,634 △ 6,853 219 63,724 5.7 53.5

 

繰 越 金 15,201 1.2 14,830 14,830 1.3 97.6

 

諸 収 入 98,028 8.1 103,470 △ 6,628 △ 6,629 1 96,843 8.7 98.8

 

県 債 82,515 6.8 89,349 △ 6,356 △ 11,574 5,218 82,993 7.5 100.6

 

歳 入 合 計 1,216,811 100.0 1,151,874 △ 38,117 △ 51,818 13,701 1,113,757 100.0 91.5

平成２９年度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

２　月　補　正　額

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目
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（単位:百万円,％）

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ

214,088 17.6 215,758 △ 2,175 △ 2,175 213,583 19.2 99.8

35,499 2.9 38,061 △ 2,664 △ 2,832 168 35,397 3.2 99.7

6,317 0.5 6,118 29 29 6,147 0.6 97.3

39,837 3.3 41,220 △ 1,450 △ 1,450 39,770 3.6 99.8

79,281 6.5 91,351 △ 15,369 △ 15,369 75,982 6.8 95.8

61,093 5.0 34,474 15,708 15,708 50,182 4.5 82.1

1,881 0.2 1,828 △ 103 △ 103 1,725 0.2 91.7

309,027 25.4 282,155 △ 1,535 △ 1,790 255 280,619 25.2 90.8

747,024 61.4 710,964 △ 7,559 △ 7,982 423 703,405 63.2 94.2

236,133 19.4 203,579 △ 10,613 △ 23,891 13,278 192,966 17.3 81.7

167,010 13.7 135,780 △ 4,555 △ 16,690 12,135 131,225 11.8 78.6

 公  共 142,449 11.7 113,653 △ 2,337 △ 11,333 8,995 111,316 10.0 78.1

 そ の 他 24,561 2.0 22,127 △ 2,218 △ 5,357 3,139 19,909 1.8 81.1

        単 独 事 業 42,383 3.5 39,620 △ 2,667 △ 3,636 969 36,953 3.3 87.2

 公  共 13,020 1.1 11,738 △ 883 △ 883 10,855 1.0 83.4

 そ の 他 29,363 2.4 27,882 △ 1,785 △ 2,754 969 26,097 2.3 88.9

2,454 0.2 4,609 △ 728 △ 728 3,881 0.3 158.2

24,287 2.0 23,570 △ 2,662 △ 2,837 174 20,908 1.9 86.1

118,533 9.7 107,762 △ 21,094 △ 21,094 86,668 7.8 73.1

109,532 9.0 101,635 △ 20,920 △ 20,920 80,715 7.2 73.7

7,880 0.6 4,516 97 97 4,613 0.4 58.5

600 0.0 261 261 0.0 43.4

522 0.0 1,350 △ 271 △ 271 1,079 0.1 206.8

354,666 29.1 311,341 △ 31,706 △ 44,984 13,278 279,634 25.1 78.8

109,867 9.0 112,493 166 166 112,659 10.1 102.5

4,632 0.4 16,276 982 982 17,258 1.5 372.6

621 0.1 800 800 0.1 128.8

1,216,811 100.0 1,151,874 △ 38,117 △ 51,818 13,701 1,113,757 100.0 91.5

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

14  予  備  費

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

補 助 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

補 助 事 業

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

単 独 事 業

 5  貸  付  金

 6  積  立  金

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

平成２９年度 平  成　　３０　　年  度

平 成 ３０ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

項  目 ２　月　補　正　額
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（単位:百万円,％）

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ  

県 税 313,520 23.4 291,600 5,535 5,535 297,135 20.6 94.8

地 方 消 費 税  

清 算 金 84,141 6.3 90,517 △ 2,303 △ 2,303 88,214 6.1 104.8

 

地 方 譲 与 税 35,809 2.7 35,952 4,162 4,162 40,114 2.8 112.0

 

地方特例交付金 720 0.1 912 912 0.1 126.8

 

地 方 交 付 税 202,104 15.1 205,667 △ 5,141 △ 5,141 200,526 13.9 99.2

交 通 安 全 対 策  

特 別 交 付 金 484 0.0 462 462 0.0 95.5

分 担 金 及 び  

負 担 金 8,024 0.6 66,747 △ 462 △ 1,454 993 66,285 4.6 826.1

使 用 料 及 び  

手 数 料 13,787 1.0 13,681 △ 248 △ 248 13,433 0.9 97.4

 

国 庫 支 出 金 240,657 18.0 282,925 △ 17,366 △ 24,636 7,270 265,559 18.4 110.3

 

財 産 収 入 2,066 0.1 1,747 2,051 2,051 3,798 0.3 183.9

 

寄 附 金 799 0.1 18 639 639 657 0.0 82.1

 

繰 入 金 146,148 10.9 98,499 △ 5,118 △ 5,337 219 93,381 6.5 63.9

 

繰 越 金 15,615 1.2 15,406 △ 109 △ 109 15,297 1.1 98.0

 

諸 収 入 98,876 7.4 170,474 △ 6,465 △ 6,466 1 164,009 11.4 165.9

 

県 債 177,233 13.2 199,500 △ 6,356 △ 11,574 5,218 193,144 13.4 109.0

 

歳 入 合 計 1,339,983 100.0 1,474,105 △ 31,180 △ 44,881 13,701 1,442,926 100.0 107.7

項       目

平成２９年度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 普 通 会 計 ･ 純 計 ） 

２　月　補　正　額

※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
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（単位:百万円,％）

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ

214,090 16.0 215,760 △ 2,175 △ 2,175 213,585 14.8 99.8

35,780 2.7 38,409 △ 2,747 △ 2,916 168 35,662 2.5 99.7

6,317 0.5 6,118 29 29 6,147 0.4 97.3

39,837 3.0 41,220 △ 1,450 △ 1,450 39,770 2.8 99.8

79,757 6.0 92,555 △ 15,533 △ 15,533 77,023 5.3 96.6

61,110 4.6 34,988 15,761 15,761 50,749 3.5 83.0

1,881 0.1 1,828 △ 103 △ 103 1,725 0.1 91.7

309,501 23.1 477,211 5,368 5,113 255 482,579 33.4 155.9

748,274 55.8 908,090 △ 851 △ 1,274 423 907,239 62.9 121.2

235,938 17.6 202,685 △ 10,146 △ 23,424 13,278 192,539 13.3 81.6

166,752 12.4 134,820 △ 4,082 △ 16,217 12,135 130,737 9.1 78.4

 公  共 142,161 10.6 112,659 △ 1,859 △ 10,854 8,995 110,801 7.7 77.9

 そ の 他 24,591 1.8 22,160 △ 2,224 △ 5,363 3,139 19,937 1.4 81.1

        単 独 事 業 42,445 3.2 39,686 △ 2,673 △ 3,642 969 37,013 2.6 87.2

 公  共 13,020 1.0 11,738 △ 883 △ 883 10,855 0.8 83.4

 そ の 他 29,426 2.2 27,948 △ 1,790 △ 2,759 969 26,158 1.8 88.9

2,454 0.2 4,609 △ 728 △ 728 3,881 0.3 158.2

24,287 1.8 23,570 △ 2,662 △ 2,837 174 20,908 1.4 86.1

118,533 8.8 107,762 △ 21,094 △ 21,094 86,668 6.0 73.1

109,532 8.2 101,635 △ 20,920 △ 20,920 80,715 5.6 73.7

7,880 0.6 4,516 97 97 4,613 0.3 58.5

600 0.0 261 261 0.0 43.4

522 0.0 1,350 △ 271 △ 271 1,079 0.1 206.8

354,471 26.5 310,446 △ 31,240 △ 44,517 13,278 279,207 19.4 78.8

232,586 17.4 251,343 110 110 251,453 17.4 108.1

4,032 0.3 3,427 801 801 4,227 0.3 104.8

621 0.0 800 800 0.1 128.8

1,339,983 100.0 1,474,105 △ 31,180 △ 44,881 13,701 1,442,926 100.0 107.7

平 成 ３０ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 普 通 会 計 ・ 純 計 ） 

単 独 事 業

14  予  備  費

国直轄事業

補 助 事 業

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

国直轄事業

２　月　補　正　額

 5  貸  付  金

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

補 助 事 業

平成２９年度 平  成　　３０　　年  度

 6  積  立  金

項  目

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

受 託 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
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（単位:百万円,％）

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ

県 税 313,520 22.7 291,600 5,535 5,535 297,135 20.0 94.8

地 方 消 費 税

清 算 金 84,141 6.1 90,517 △ 2,303 △ 2,303 88,214 5.9 104.8

地 方 譲 与 税 35,809 2.6 35,952 4,162 4,162 40,114 2.7 112.0

地方特例交付金 720 0.1 912 912 0.1 126.8

地 方 交 付 税 202,104 14.6 205,667 △ 5,141 △ 5,141 200,526 13.5 99.2

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 484 0.0 462 462 0.0 95.5

分 担 金 及 び

負 担 金 13,739 1.0 72,717 △ 814 △ 1,807 993 71,903 4.8 523.3

使 用 料 及 び

手 数 料 31,197 2.3 31,181 △ 347 △ 347 30,834 2.1 98.8

国 庫 支 出 金 241,828 17.5 284,049 △ 17,610 △ 24,880 7,270 266,439 17.9 110.2

財 産 収 入 2,528 0.2 2,184 2,061 2,061 4,245 0.3 167.9

寄 附 金 799 0.1 18 639 639 657 0.0 82.1

繰 入 金 150,693 10.9 102,342 △ 4,330 △ 4,549 219 98,012 6.6 65.0

繰 越 金 15,916 1.1 15,406 164 164 15,570 1.0 97.8

諸 収 入 101,017 7.3 172,267 △ 6,133 △ 6,134 1 166,134 11.2 164.5

県 債 183,311 13.2 205,107 △ 6,684 △ 11,902 5,218 198,423 13.4 108.2

内部留保資金等

（ 企 業 会 計 ） 6,227 0.4 6,481 △ 784 △ 784 5,697 0.4 91.5

歳 入 合 計 1,384,032 100.0 1,516,863 △ 31,586 △ 45,287 13,701 1,485,277 100.0 107.3

平成２９年度 平  成　　３０　　年  度

平 成 ３０ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 総　会　計 ･ 純　計 ） 

２　月　補　正　額

※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目
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（単位:百万円,％）

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ  

214,888 15.6 216,571 △ 2,142 △ 2,142 214,428 14.5 99.8

42,619 3.1 45,668 △ 2,770 △ 2,939 168 42,898 2.9 100.7

7,096 0.5 7,032 △ 16 △ 16 7,016 0.5 98.9

39,837 2.9 41,220 △ 1,450 △ 1,450 39,770 2.7 99.8

79,757 5.8 92,555 △ 15,533 △ 15,533 77,023 5.2 96.6

61,110 4.4 34,988 15,761 15,761 50,749 3.4 83.0

1,881 0.1 1,828 △ 103 △ 103 1,725 0.1 91.7

311,785 22.7 479,876 5,254 5,000 255 485,130 32.8 155.6

758,973 55.2 919,739 △ 1,000 △ 1,423 423 918,739 62.2 121.1

245,738 17.9 212,604 △ 11,588 △ 24,866 13,278 201,016 13.6 81.8

169,229 12.3 137,228 △ 4,645 △ 16,779 12,135 132,584 9.0 78.3

 公    共 144,214 10.5 114,623 △ 2,325 △ 11,320 8,995 112,298 7.6 77.9

 そ の 他 25,015 1.8 22,606 △ 2,320 △ 5,459 3,139 20,286 1.4 81.1

        単 独 事 業 49,540 3.6 47,098 △ 3,541 △ 4,510 969 43,556 2.9 87.9

 公    共 13,286 1.0 11,872 △ 911 △ 911 10,961 0.7 82.5

 そ の 他 36,254 2.6 35,225 △ 2,630 △ 3,599 969 32,595 2.2 89.9

2,683 0.2 4,708 △ 740 △ 740 3,968 0.3 147.9

24,287 1.8 23,570 △ 2,662 △ 2,837 174 20,908 1.4 86.1

119,738 8.7 108,381 △ 21,103 △ 21,103 87,278 5.9 72.9

109,532 8.0 101,635 △ 20,920 △ 20,920 80,715 5.5 73.7

9,085 0.7 5,135 88 88 5,223 0.4 57.5

600 0.0 261 261 0.0 43.4

522 0.0 1,350 △ 271 △ 271 1,079 0.1 206.8

365,477 26.6 320,985 △ 32,691 △ 45,969 13,278 288,294 19.5 78.9

246,750 17.9 263,760 72 72 263,831 17.9 106.9

4,060 0.3 3,427 805 805 4,232 0.3 104.2

630 0.0 809 1,270 1,270 2,079 0.1 330.1

1,375,889 100.0 1,508,719 △ 31,544 △ 45,245 13,701 1,477,175 100.0 107.4

8,143 8,144 △ 42 △ 42 8,102 99.5

1,384,032 1,516,863 △ 31,586 △ 45,287 13,701 1,485,277 107.3

歳   出   合   計

 14  予    備    費

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

総             計

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

単 独 事 業

     小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

項             目

 12  公    債    費

 13  繰    出    金

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

 3  維 持 補 修 費

 4  扶    助    費

 5  貸    付    金

 6  積    立    金

 15  減価償却費  等

平 成 ３０ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 総　会　計 ・ 純　計 ） 

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

 7  出    資    金

 8  補  助  費  等

平成２９年度 平   成　　３０　　年   度

２　月　補　正　額

 1  人    件    費

 2  物    件    費
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（単位:百万円,％）

区

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ

議 会 費 1,653 0.1 1,694 △ 3 △ 3 1,691 0.2 102.3

総 務 費 86,703 7.1 63,887 10,136 8,550 1,586 74,023 6.6 85.4

民 生 費 140,919 11.6 137,552 △ 2,147 △ 2,564 417 135,405 12.2 96.1

衛 生 費 42,862 3.5 35,873 7,107 7,107 42,980 3.9 100.3

労 働 費 4,612 0.4 3,926 △ 682 △ 682 3,244 0.3 70.3

農 林 水 産 業 費 84,534 6.9 78,706 △ 4,158 △ 10,491 6,333 74,548 6.7 88.2

商 工 費 112,604 9.3 126,617 △ 20,953 △ 21,004 51 105,664 9.5 93.8

土 木 費 143,814 11.8 123,063 △ 2,688 △ 5,893 3,205 120,375 10.8 83.7

警 察 費 51,311 4.2 54,432 △ 590 △ 590 53,843 4.8 104.9

教 育 費 178,261 14.6 179,210 △ 3,784 △ 5,892 2,108 175,426 15.7 98.4

災 害 復 旧 費 118,445 9.7 107,762 △ 21,144 △ 21,144 86,617 7.8 73.1

公 債 費 110,226 9.1 112,962 99 99 113,061 10.2 102.6

諸 支 出 金 140,246 11.5 125,390 690 690 126,080 11.3 89.9

予 備 費 621 0.1 800 800 0.1 128.8

計 1,216,811 100.0 1,151,874 △ 38,117 △ 51,818 13,701 1,113,757 100.0 91.5

そ 特 別 会 計 233,793 448,323 6,392 6,392 454,715 194.5

の 準公営企業会計 17,184 15,843 746 746 16,589 96.5

他 公 営 企 業 会 計 26,865 26,914 △ 1,152 △ 1,152 25,762 95.9

1,494,653 1,642,955 △ 32,132 △ 45,833 13,701 1,610,823 107.8

1,384,032 1,516,863 △ 31,586 △ 45,287 13,701 1,485,277 107.3

平成２９ 年度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 出 款 別 一 覧 表

款 別

合 計

純 計

一

般

会

計

２　月　補　正　額

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
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（単位:百万円,％）

区

最終予算額 構成比 現計予算額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ うち第３号 うち第４号 Ｂ

総 務 部 234,929 19.3 195,348 6,285 6,285 201,633 18.1 85.8

震災復興･企画部 7,120 0.6 7,702 △ 261 △ 291 30 7,441 0.7 104.5

環 境 生 活 部 12,702 1.0 11,700 6,080 4,524 1,556 17,780 1.6 140.0

保 健 福 祉 部 176,797 14.5 166,252 2,955 2,538 417 169,208 15.2 95.7

経済商工観光部 116,673 9.6 130,028 △ 21,584 △ 21,635 51 108,444 9.7 92.9

農 林 水 産 部 109,593 9.0 106,633 △ 6,903 △ 13,236 6,333 99,730 9.0 91.0

土 木 部 217,442 17.9 200,247 △ 20,540 △ 23,745 3,205 179,707 16.1 82.6

議会・出納・各種委 3,413 0.3 3,667 △ 52 △ 52 3,615 0.3 105.9

警 察 本 部 51,557 4.2 55,219 △ 684 △ 684 54,535 4.9 105.8

教 育 庁 175,738 14.4 161,316 △ 3,513 △ 5,621 2,108 157,803 14.2 89.8

公 債 費 110,226 9.1 112,962 99 99 113,061 10.2 102.6

予 備 費 621 0.1 800 800 0.1 128.8

計 1,216,811 100.0 1,151,874 △ 38,117 △ 51,818 13,701 1,113,757 100.0 91.5

そ 特 別 会 計 233,793 448,323 6,392 6,392 454,715 194.5

の 準公営企業会計 17,184 15,843 746 746 16,589 96.5

他 公 営 企 業 会 計 26,865 26,914 △ 1,152 △ 1,152 25,762 95.9

1,494,653 1,642,955 △ 32,132 △ 45,833 13,701 1,610,823 107.8

1,384,032 1,516,863 △ 31,586 △ 45,287 13,701 1,485,277 107.3

合 計

純 計

一

般

会

計

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。
※単位未満については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

平 成 ２ ９ 年度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 出 部 局 別 一 覧 表

部　　局　　別 ２　月　補　正　額
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１　東日本大震災関連

新規 担当部局
２月補正
(千円)

備　　　　考

総務部 54,985 地域の実情に応じた復興事業を実施するための積立

総務部 2,662,483 復興地域づくりに必要な事業を実施するための積立

保健福祉部 519,255 震災孤児・遺児の就学等を支援するための積立

総務部 1,474,307 震災復興特別交付税過交付分等の積立

２　その他

新規 担当部局
２月補正
(千円)

備　　　　考

新 総務部 19,000 条例制定請求署名簿の審査等に要する経費への交付金

総務部 2,999,976 県庁舎等の長寿命化対策に要する経費の積立

地域環境保全基金造成費 環境生活部 2,000,000 地域環境保全施策に要する経費の積立

文化振興基金造成費 環境生活部 3,000,377 県有文化関係施設の長寿命化対策に要する経費の積立

社会福祉基金造成費 保健福祉部 810,474 社会福祉施策に要する経費の積立

富県宮城推進基金造成費 経済商工観光部 228,429 みやぎ発展税収入額等の積立

流域下水道事業特別会計繰出金 土木部 945,838 公営事業会計への移行に係る繰出金

教育庁 145,614 オリンピックに向けた県有スポーツ施設の改修費等の積立スポーツ振興基金造成費

事業等の名称

県庁舎等整備基金造成費

条例制定請求署名簿審査事務経費交付
金

地域整備推進基金造成費

平成３０年度２月補正予算（第３号）案の主要項目

事業等の名称

東日本大震災復興基金造成費

東日本大震災復興交付金基金造成費

東日本大震災みやぎこども育英基金造
成費
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１　国補正予算への対応

新規 担当部局
２月補正
(千円)

備　　　　考

新 環境生活部 49,000 避難計画に基づいた避難の円滑化のための調査

環境生活部 1,387,850 屋内退避施設の放射線防護対策への助成

保健福祉部 30,533 社会福祉法人等の施設整備への助成

保健福祉部 224,422 保育士修学資金の貸付原資の助成

保健福祉部 162,446 社会福祉法人等の施設整備への助成

経済商工観光部 50,994 企業の生産性向上支援のための機器整備

農林水産部 3,000 被災した農業用施設の再建・修繕等への助成

新 農林水産部 7,000 農業用ハウス等の被害防止対策への助成

農林水産部 166,300 畜産クラスター計画に基づく施設整備への助成

農林水産部 174,400 河南二期地区（石巻市）等

農林水産部 45,189 南郷第２地区（美里町）等

農林水産部 5,349,396 下野目東部地区（大崎市）等

農林水産部 65,900 中山間地域の施設整備への助成

農林水産部 126,211 高性能林業機械の整備への助成等

新 土木部ほか 3,121,150 防災・減災，国土強靱化のための３か年緊急対策

土木部 168,000 土砂災害警戒区域の指定のための基礎調査

新 教育庁 2,108,159 特別支援学校の空調設備の整備等

平成３０年度２月補正予算（第４号）案の主要項目

事業等の名称

原子力防災研修調査費

障害者福祉施設整備支援費

老人福祉施設整備支援費

保育士確保支援費

要配慮者等屋内退避施設確保費

ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付
金事業費

防災・減災・国土強靱化対策費（公共事
業）

地域新成長産業創出促進費

合板・製材・集成材国際競争力強化対
策費

砂防・急傾斜基礎調査費（公共事業）

農村総合整備費（公共事業）

中山間地域所得向上対策費

被災農業者向け経営体育成支援費

農業用ハウス強靱化緊急対策費

農地整備費（公共事業）

国営土地改良事業負担金（公共事業）

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策
費
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第３６７回宮城県議会（定例会）追加提出予定議案一覧 

Ⅰ 予算議案（１７件） 

１ 平成３０年度２月補正予算（第３号）分（１６件） 

（１） 議第 71 号議案

（２） 議第 72 号議案

（３） 議第 73 号議案

（４） 議第 74 号議案

（５） 議第 75 号議案

（６） 議第 76 号議案

（７） 議第 77 号議案

（８） 議第 78 号議案

（９） 議第 79 号議案

（10） 議第 80 号議案

（11） 議第 81 号議案

（12） 議第 82 号議案

（13） 議第 83 号議案

（14） 議第 84 号議案

（15） 議第 85 号議案

（16） 議第 86 号議案

平成 30 年度 宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                     

宮 城 県 公 債 費 特 別 会 計 補 正 予 算                     平成 30 年度 

 宮城県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算              平成 30 年度 

宮城県国民健康保険特別会計補正予算                     平成 30 年度 

平成 30 年度 宮城県中小企業高度化資金特別会計補正予算                     

 宮城県農業改良資金特別会計補正予算                     平成 30 年度 

宮城県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算                     平成 30 年度 

平成 30 年度 宮城県林業・木材産業改善資金特別会計補正予算 

宮 城 県 県 有 林 特 別 会 計 補 正 予 算                     平成 30 年度 

宮 城 県 土 地 取 得 特 別 会 計 補 正 予 算                     平成 30 年度 

宮城県土地区画整理事業特別会計補正予算                     平成 30 年度 

宮城県流域下水道事業特別会計補正予算                     平成 30 年度 

宮城県港湾整備事業特別会計補正予算                     平成 30 年度 

宮城県水道用水供給事業会計補正予算                     平成 30 年度 

宮城県工業用水道 事業会計補正予算                     平成 30 年度 

宮 城 県 地 域 整 備 事 業 会 計 補 正 予 算                     平成 30 年度 
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２ 平成３０年度２月補正予算（第４号）分（１件） 

（１） 議第 87 号議案 宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                     平成 30 年度 
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Ⅱ 予算外議案（１７件） 

 

１ 条例議案（５件） 

 

（１） 議第 88 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 議第 89 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食 品 衛 生 取 締 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

 

○主な内容 

あ東日本大震災により被害を受けた者に係る手数料の免除の期間を平 

成３１年度末まで延長 

自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例 

 

○主な内容 

失効期日を平成３２年１２月３１日（改正前平成３１年１２月３１ 

日）まで延長 

 

も東日本大震災により被害を受けた者に係る手数料の免除の期

間を延長するため，所要の改正を行おうとするもの 

もも施行も公布の日 

もも所管も食と暮らしの安全推進課，薬務課，建築宅地課，警 

     察本部 

も自死対策を緊急に強化するための事業を継続するため，失効 

期日を延長しようとするもの 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ障害福祉課 
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（３） 議第 90 号議案

（４） 議第 91 号議案

緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条 

例 

○主な内容

失効期日を平成３６年３月３１日（改正前平成３５年３月３１日） 

まで延長 

中山間地域等農村活性化基金条例の一部を改正する条例 

○主な内容

地域住民活動の活性化を図る経費に充てる場合に基金を処分するこ

とができる規定の新設 

も東日本大震災からの復興に向けた安定的な雇用機会の創出を

図るための事業を継続するため，失効期日を延長しようとする

もの 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ雇用対策課 

も中山間地域等農村活性化基金の処分を可能にしようとするも

の 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ農村振興課 
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（５） 議第 92 号議案 

 

 

 

 

 

 

  

公共工事等入札・契約適正化委員会条例の一部を改正す 

る条例 
 

○主な内容 

宮城県公共工事等入札・契約適正化委員会の調査審議事項として，

地方独立行政法人の政府調達に係る事項を追加 

も宮城県公共工事等入札・契約適正化委員会が調査審議する事

項を追加しようとするもの 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ出納局 
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２ 条例外議案（１２件） 

 

（１） 議第 93 号議案 

 

 

 

 

（２） 議第 94 号議案 

 
 

  

県 道 の 路 線 認 定 に つ い て 

 

 

 あ県道の路線を認定することについて，道路法の定めるところ 

により，議会の議決を受けようとするもの 

所管 道路課 

 

 

 
 

 

 

○認定路線（３０路線） 

 石巻鮎川線，古川登米線，石巻鹿島台色麻線，気仙沼唐桑線，河北桃生

線，古川松山線，石巻河北線，亘理村田蔵王線，気仙沼本吉線，金山新地

停車場線，白川犬卒都婆向山線，大河原高倉線，清水下狼塚線，古川岩出

山線，若柳築館線，花山一迫線，文字上尾松線，文字下細倉線，大鳥沢辺

線，栗駒金成線，石越白崖線，有壁若柳線，花泉迫線，鹿又広渕線，石巻

雄勝線，東和登米線， 谷大須雄勝線，竹谷大和線，大迫松山線，伊豆沼

くりこま高原駅線 

県 道 の 路 線 廃 止 に つ い て 

  

 

 
あ県道の路線を廃止することについて，道路法の定めるところ 

により，議会の議決を受けようとするもの 

●●所管あ道路課 

○廃止路線（４４路線） 

石巻鮎川線，古川登米線，石巻鹿島台大衡線，気仙沼唐桑線，河北桃生

線，古川松山線，石巻河北線，亘理村田線，気仙沼本吉線，金山新地停車

場線，北白川停車場犬卒都婆線，大河原高倉線，北白川停車場向山線，船

岡停車場線，坂元停車場線，本町大衡線，西古川停車場下狼塚線，西古川

停車場清水線，古川岩出山線，川渡停車場線，若柳築館線，花山一迫線，

文字上尾松線，文字下細倉線，大鳥沢辺線，栗駒金成線，石越停車場白崖

線，有壁若柳線，石森永井線，鹿又停車場広淵線，石巻雄勝線，中田迫線，

東和登米線，有壁停車場線，大島線，寄井蔵王線，竹谷幡谷線，鹿又停車

場線，上代寺前線， 谷大須雄勝線，大和幡谷線，大迫松山線，くりこま

高原停車場線，くりこま高原停車場伊豆沼線 
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（３） 議第 95 号議案 

 
  

 

 

（４） 議第 96 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訴 え の 提 起 に つ い て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ売買契約の目的物に係る瑕疵による損害賠償等を求める訴えを

提起することについて，地方自治法の定めるところにより，議会

の議決を受けようとするもの 

所管 用地課 

○主な内容 

 １ 訴えの相手方 

 １ １名 

 ２ 訴えの趣旨 

 ああ相手方に対し，損害賠償額等及び支払済みに至るまでの遅延損害 

ああ金等を県に支払う判決を求める  
 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の締結について（仙台塩 港仙台港区上屋 

建設工事）  

 

 

 あ請 負 金 額 あ 591,840,000円 

あ契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ仙台市宮城野区港地内 

○工事内容あＳ造平屋あ延床面積2,624㎡ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年５月２９日 
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（５） 議第 97 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 議第 98 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

工事請負契約の締結について（宮城県総合運動公園スタ 

ジアム大型映像設備工事） 

 
 

 

☆入  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 請 負 金 額 484,162,920 円 

あ契約の相手方あ隼電気株式会社 

●●所管あスポーツ健康課 

○施工地名あ宮城郡利府町菅谷地内 

○工事内容あ電灯設備あ一式 

ああああああ受変電設備あ一式 

ああああああ映像・音響設備あ一式 外 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年３月１０日 

 

 

工事請負変更契約の締結について（寄磯漁港防波堤災害 

復旧及び改築工事） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,041,864,120円 → 796,754,880円 

あ契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

●●所管あ漁港復興推進室 

○議 決 日あ平成２９年９月２９日あ議第１９１号議案 

○第一回変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２０６号 

○第二回変更あ平成３０年７月４日あ議第１７７号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（７） 議第 99 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 議第 100 号議案 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（善川護岸等災害復旧 

及び改良工事） 

 
 

 

 ● 請 負 金 額 1,439,388,360円 → 1,573,080,480円 

あ契約の相手方あ株式会社橋本店 

●●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２８年１０月１４日あ議第２３８号議案 

○第一回変更あ平成２９年３月１６日あ議第１３１号議案 

○第二回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第８８号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

 

権利の放棄について（介護サービス事業所・施設等復旧 

支援事業費補助金の財産処分納付金及び当該財産処分納 

付金の遅延利息に係る債権） 

 

介護サービス事業所・施設等復旧支援事業費補助金の財産処 

分納付金及び当該財産処分納付金の遅延利息に係る債権を放棄 

することについて，地方自治法の定めるところにより，議会の 

議決を受けようとするもの 

 所管 長寿社会政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○放棄しようとする債権あ１件 

○放棄しようとする金額あ2,165,372円及び遅延利息 
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（９） 議第 101 号議案 

 

 

（10） 議第 102 号議案 

 

 

 

  

 

権利の放棄について（宮城県ベンチャー育成ファンド出 

資金貸付事業貸付金に係る債権） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ宮城県ベンチャー育成ファンド出資金貸付事業貸付金に係る 

債権を放棄することについて，地方自治法の定めるところによ 

り，議会の議決を受けようとするもの 

 所管 中小企業支援室 

 

○放棄しようとする債権あ１件 

○放棄しようとする金額あ91,727,188円 
 
 

 

   

   

 

 

 

 

 

 
権利の放棄について（認定職業訓練事業費補助金の財産 

処分納付金及び当該財産処分納付金の遅延利息に係る債 

権） 

 

認定職業訓練事業費補助金の財産処分納付金及び当該財産処 

分納付金の遅延利息に係る債権を放棄することについて，地方 

自治法の定めるところにより，議会の議決を受けようとする 

もの 

 所管 産業人材対策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○放棄しようとする債権あ１件 

○放棄しようとする金額あ9,348,226円及び遅延利息 
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（11） 議第 103 号議案 

 

 
 
 

 

 

 

 

（12） 議第 104 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平 成 ３ ０ 年 度 市 町 村 受 益 負 担 金 に つ い て 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   
   

 

も平成３０年度の障害防止対策，水利施設整備，ため池等整備， 

農道整備，復興再生基盤総合整備，農業農村整備(県営)，農業 

農村整備(国営)，農業農村整備(県営災害復旧)，水産基盤整備， 

林道整備，急傾斜地崩壊対策，空港整備，都市計画及び流域下 

水道の各事業に係る関係市町村の受益負担金について，地方財 

政法等の定めるところにより，議会の議決を受けようとするも 

の 

所管 農村振興課，農村整備課，林業振興課，水産業基盤 

整備課，防災砂防課，空港臨空地域課，都市計画課， 

下水道課 

平成３０年度流域下水道事業受益負担金の変更について 

 

も平成３０年度の各流域下水道事業の維持管理に係る関係市町 

村の受益負担金の変更について，下水道法の定めるところによ 

り，議会の議決を受けようとするもの 

所管 下水道課 
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Ⅲ 報告（７４件） 

（１） 報告第 １ 号

（２） 報告第 ２ 号

専決処分の報告について（津谷川等護岸等災害復旧工事 

（その２）の委託契約の変更） 

あ委 託 金 額 あ 6,688,086,000円 → 6,615,687,009円 

 あ 契約の相手方 あ 東日本旅客鉄道株式会社 

 あ 契約の相手方 あ  

○議 決 日あ平成２８年９月１５日あ議第２３２号議案

○変更の理由あ施工内容の変更による委託金額の変更

○専決処分日あ平成３１年１月９日

専決処分の報告について（結核医療提供施設新築工事の 

請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 723,310,560円 → 726,588,360円 

 あ 契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年１２月１４日あ議第２３５号議案

○変 更 日あ平成３０年６月１８日提出あ報告第１２４号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３１年１月１５日
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（３） 報告第 ３ 号 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

（４） 報告第 ４ 号 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（結核医療提供施設新築工事の 

請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 726,588,360円 → 762,840,720円 

 あ 契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年１２月１４日あ議第２３５号議案 

○一回目変更あ平成３０年６月１８日提出あ報告第１２４号 

○二回目変更あ平成３１年２月２１日提出あ報告第２号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月３１日 

専決処分の報告について（波路上漁港物揚場等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 924,659,280円 → 951,248,880円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社カルヤード 

○議 決 日あ平成２７年１２月１８日あ議第３３９号議案 

○一回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第５２号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（５） 報告第 ５ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（６） 報告第 ６ 号 

 

 

 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（気仙沼漁港防潮堤新築工事の 

請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 695,756,520円 → 604,630,440円 

 あ 契約の相手方 あ 日本自動機工株式会社 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第６７号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１６２号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

専決処分の報告について（波路上漁港防潮堤等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,728,217,080円 → 1,568,556,360円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社阿部伊組 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第６８号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１６３号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２２７号 

○三回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（７） 報告第 ７ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（８） 報告第 ８ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（伊里前漁港防潮堤等災害復旧 

及び野積場補修工事の請負契約の変更） 
 

 

 
あ請 負 金 額 あ 970,464,240円 → 979,811,640円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社阿部伊組 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第６９号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１６４号 

○二回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第２４号 

○三回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２０４号 

○四回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 

専決処分の報告について（気仙沼漁港等防潮堤等災害復 

旧工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,570,268,160円 → 1,638,042,480円 

 あ 契約の相手方 あ 小野良組・日栄建設復旧・復興建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第７５号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１７０号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第２３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（９） 報告第 ９ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 報告第 10 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（気仙沼漁港防潮堤災害復旧工 

事（その１）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,764,165,960円 → 1,548,637,920円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社ノバック 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第７６号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１７１号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第２４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

専決処分の報告について（波路上漁港防潮堤等災害復旧 

工事（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,896,686,280円 → 2,013,833,880円 

 あ 契約の相手方 あ 阿部伊・橋本復旧・復興建設工事共同企業 

 ● 契約の相手方 あ 体 

○議 決 日あ平成２８年１２月１５日あ議第３３８号議案 

○一回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第２６号 

○二回目変更あ平成３０年１１月２６日提出あ報告第１９３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（11） 報告第 11 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 報告第 12 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（雄勝漁港等防潮堤等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 2,331,653,040円 → 2,377,067,040円 

 あ 契約の相手方 あ 野口建設・青木あすなろ建設復旧・復興建 

 あ 契約の相手方 あ 設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年１２月１５日あ議第３３９号議案 

○一回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第２７号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第２８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

専決処分の報告について（鮪立漁港防潮堤等災害復旧工 

事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,301,040,360円 → 1,421,531,640円 

 あ 契約の相手方 あ 小野良組・佐藤庫組復旧・復興建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第４６号議案 

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２４号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（13） 報告第 13 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14） 報告第 14 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（松岩漁港防潮堤等災害復旧工 

事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,967,240,520円 → 2,036,726,640円 

 あ 契約の相手方 あ 阿部伊・橋本復旧・復興建設工事共同企業 

 あ 契約の相手方 あ 体 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第４７号議案 

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２５号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３１号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 

専決処分の報告について（泊（歌津）漁港防潮堤災害復 

旧及び新築工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 923,982,120円 → 905,008,680円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社カルヤード 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第４８号議案 

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（15） 報告第 15 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（16） 報告第 16 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（気仙沼漁港防潮堤新築工事（そ 

の４）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 674,944,920円 → 658,733,040円 

 あ 契約の相手方 あ 日神・寄神復旧・復興建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２９年３月１６日あ議第１２６号議案 

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１７日 

専決処分の報告について（雄勝漁港防潮堤等災害復旧及 

び野積場補修工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,574,044,920円 → 1,559,854,800円 

 あ 契約の相手方 あ 久我建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年３月１６日あ議第１２７号議案 

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２９号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３３号 

○三回目変更あ平成３０年９月１８日提出あ報告第１５５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

- 35 -



 

 

 

（17） 報告第 17 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（18） 報告第 18 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（雄勝漁港防潮堤等災害復旧及 

び新築工事（その１）の請負契約の変更） 
 

あ 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 694,576,080円 → 687,247,200円 

 あ 契約の相手方 あ津田海運株式会社 

○議 決 日あ平成２９年３月１６日あ議第１２８号議案 

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

専決処分の報告について（雄勝漁港防潮堤等災害復旧及 

び新築工事（その２）の請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,835,582,040円 → 1,908,905,400円 

 あ 契約の相手方 あ 東洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年３月１６日あ議第１２９号議案 

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３１号 

○二回目変更あ平成３０年１１月２６日提出あ報告第１９５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 
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（19） 報告第 19 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（20） 報告第 20 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（浦の浜漁港防潮堤新築工事の 

請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 725,790,240円 → 855,546,840円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社小野良組 

○議 決 日あ平成２９年９月４日あ議第１９２号議案 

○変 更 日あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２０５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 

専決処分の報告について（閖上漁港広浦橋架換（上部工） 

工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 715,152,240円 → 642,780,360円 

 あ 契約の相手方 あ 東日本コンクリート株式会社 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２３６号議案 

○変 更 日あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 
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（21） 報告第 21 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（22） 報告第 22 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（塩 漁港岸壁等災害復旧及び 

防潮堤新築工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 496,699,560 円 → 545,856,840円 

 あ 契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２３７号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

専決処分の報告について（浦の浜漁港防潮堤新築工事（そ 

の２）の請負契約の変更） 
 

 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 744,012,000円 → 763,493,040円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２３８号議案 

○変 更 日あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 
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（23） 報告第 23 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（24） 報告第 24 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（石巻漁港桟橋改築工事の請負 

契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 553,935,240円 → 560,477,880円 

 あ 契約の相手方 あ 重吉興業株式会社 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第６６号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１６日 

専決処分の報告について（気仙沼漁港防潮堤災害復旧及 

び新築工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 610,200,000円 → 614,761,920円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社小野良組 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第６９号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（25） 報告第 25 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（26） 報告第 26 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（石巻漁港防波堤災害復旧工事 

（その５）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,079,784,000円 → 1,097,121,240円 

 あ 契約の相手方 あ 五洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成３０年６月１９日あ議第１７０号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 

専決処分の報告について（一般県道石巻工業港矢本線大 

曲道路災害復旧工事の請負契約の変更）  

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,344,876,480円 → 1,166,226,120円 

●契約の相手方 あ 株式会社橋本道路 

○議 決 日あ平成２７年２月１８日あ議第５９号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１４５号 

○二回目変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２６８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（27） 報告第 27 号

（28） 報告第 28 号

専決処分の報告について（一般国道３９８号長清水道路 

等災害復旧工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,246,383,720円 → 1,205,029,440円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社浅野工務店 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８２号議案

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１８０号

○二回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３５号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日

専決処分の報告について（一般県道清水浜志津川港線清 

水浜荒砥道路改築等工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 860,286,960円 → 882,669,960円 

●契約の相手方 あ 株式会社アルファー建設

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８４号議案

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１８２号

○二回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第３８号

○三回目変更あ平成３０年１１月２６日提出あ報告第２００号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３１年１月２４日
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（29） 報告第 29 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（30） 報告第 30 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（主要地方道石巻鮎川線風越橋 

（仮称）新設（下部工）工事の請負契約の変更） 
 

  

 

あ請 負 金 額 あ 1,718,334,000円 → 1,774,533,960円 

 あ 契約の相手方 あ マルテック・森本組復旧・復興建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２８年６月１６日あ議第１９５号議案 

○一回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２４０号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１７日 

専決処分の報告について（一般県道石巻工業港矢本線定 

川大橋災害復旧工事（その２）の請負契約の変更） 
 

  

 

 あ請 負 金 額 あ 719,883,720円 → 839,112,480円 

あ契約の相手方 あ ＪＦＥエンジニアリング株式会社 

○議 決 日あ平成２８年１１月２８日あ議第３１０号議案 

○変 更 日あ平成２９年２月２７日提出あ報告第４０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１７日 
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（31） 報告第 31 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（32） 報告第 32 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（一般国道３９８号相川３号橋 

（仮称）新設（上部工）工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 749,513,520円 → 777,698,280円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社横河ブリッジ 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第５０号議案 

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２６日 

専決処分の報告について（一般県道 谷大須雄勝線尾の 

崎橋災害復旧工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,822,923,360円 → 1,877,001,120円 

 あ 契約の相手方 あ ファインテック・大豊建設復旧・復興建設 

 あ 契約の相手方 あ 工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第５３号議案 

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３９号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４５号 

○三回目変更あ平成３０年９月１８日提出あ報告第１５９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１７日 
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（33） 報告第 33 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（34） 報告第 34 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（主要地方道塩 吉岡線落合橋 

橋梁修
りよう

繕（上部工）工事の請負契約の変更）  

 

あ 

 あ請 負 金 額 あ 584,735,760円 → 633,278,520円 

●契約の相手方 あ ショーボンド建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年７月６日あ議第１７３号議案 

○変 更 日あ平成２９年９月１日提出あ報告第１７２号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 

専決処分の報告について（一般県道大島浪板線磯草道路 

改築工事の請負契約の変更）  

 

あ請 負 金 額 あ 730,024,920円 → 744,954,840円 

●契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２３９号議案 

○一回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４６号 

○二回目変更あ平成３０年１１月２６日提出あ報告第２０２号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 
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（35） 報告第 35 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（36） 報告第 36 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（一般県道大島浪板線磯草道路 

改築工事（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,668,600,000円 → 1,671,548,400円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成３０年１１月２７日あ議第２６５号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１０日 

専決処分の報告について（荒砥地区海岸護岸等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,593,154,440円 → 1,603,572,120円 

あ契約の相手方あ株式会社アルファー建設 

 

 

 

○議 決 日あ平成２６年５月２２日あ議第１７１号議案 

○一回目変更あ平成２６年９月１７日提出あ報告第２４１号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５６号 

○三回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１４３号 

○四回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２１２号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（37） 報告第 37 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（38） 報告第 38 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（清水田地区海岸等堤防等災害 

復旧工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 4,608,189,360円 → 5,033,255,760円 

あ契約の相手方 若築建設株式会社 

 

 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７２号議案 

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３１７号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９４号 

○三回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２５９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（桜川護岸等災害復旧工事（そ 

の２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 2,406,049,920円 → 2,466,431,640円 

 あ 契約の相手方 あ 熊谷組・村本建設・太田組特定建設工事共 

 あ 契約の相手方 あ 同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１０月１６日あ議第３２４号議案 

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２６号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第５６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（39） 報告第 39 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（40） 報告第 40 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（大谷川地区海岸等護岸等災害 

復旧工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,733,875,200円 → 1,971,671,760円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社森本組 

○議 決 日あ平成２６年１１月２７日あ議第３７６号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第６５号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第９９号 

○三回目変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３１７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（中島地区海岸等護岸等災害復 

旧工事の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 14,432,886,720円 → 14,623,461,360円 

 あ 契約の相手方 あ 五洋・みらい・徳倉特定建設工事共同企業 

 ● 契約の相手方 あ 体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４０６号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７０号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６１号 

○三回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第５９号 

○四回目変更あ平成２９年９月１日提出あ報告第１７９号 

○五回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第５９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（41） 報告第 41 号

（42） 報告第 42 号

専決処分の報告について（面瀬川護岸等災害復旧工事の 

請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,633,397,400円 → 1,369,890,360円 

 あ 契約の相手方 あ 小野良組・沢木組復旧・復興建設工事共同 

● 契約の相手方 あ 企業体

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１３号議案

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７７号

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第６２号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日

専決処分の報告について（津谷川護岸等災害復旧工事の 

請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 3,096,736,920円 → 3,269,066,040円 

 あ 契約の相手方 あ 竹中土木・橋本店・寄神建設建設工事共同 

 あ 契約の相手方 あ 企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１４号議案

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７８号

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６２号

○三回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第６１号

○四回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第６３号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日
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（43） 報告第 43 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（44） 報告第 44 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（坂元川等護岸等災害復旧工事 

（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 6,807,068,280円 → 6,912,032,400円 

 あ 契約の相手方 あ 大豊・森本・橋本特定建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１９号議案 

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第８２号 

○二回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１０３号 

○三回目変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３２３号 

○四回目変更あ平成２９年９月１日提出あ報告第１８２号 

○五回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第６６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（津谷川護岸等災害復旧工事（そ 

の２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,266,906,960円 → 1,300,788,720円 

 あ 契約の相手方 あ 野口建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年３月１８日あ議第１６１号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１７３号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６５号 

○三回目変更あ平成３０年９月１８日提出あ報告第１６５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

- 49 -



 

 

 

（45） 報告第 45 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（46） 報告第 46 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（津谷川護岸等災害復旧工事（そ 

の３）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,554,615,720円 → 1,554,854,400円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社アルファー建設 

○議 決 日あ平成２７年３月１８日あ議第１６２号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１７４号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６６号 

○三回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第６８号 

○四回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第７１号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（大島地区海岸護岸等災害復旧 

工事（その４）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 764,897,040円 → 845,027,640円 

 あ 契約の相手方 あ 宮城建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年７月３日あ議第２１３号議案 

○一回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２３０号 

○二回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２２５号 

○三回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第７３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月９日 
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（47） 報告第 47 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（48） 報告第 48 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（只越川等護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 2,001,665,520円 → 2,053,902,960円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社坂口組 

○議 決 日あ平成２７年７月３日あ議第２１５号議案 

○一回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２３２号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６８号 

○三回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第６９号 

○四回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第７５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（浦戸地区海岸護岸等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,548,600,120円 → 1,558,430,280円 

 あ 契約の相手方 あ 東洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年９月４日あ議第２４０号議案 

○一回目変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２８７号 

○二回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２２７号 

○三回目変更あ平成３０年９月１８日提出あ報告第１６７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（49） 報告第 49 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（50） 報告第 50 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（五間堀川等堤防等改良工事の 

請負契約の変更） 
  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,019,489,760円 → 1,122,222,600円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社佐藤建設 

○議 決 日あ平成２７年１２月１日あ議第３１７号議案 

○一回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１０７号 

○二回目変更あ平成２９年９月１日提出あ報告第１８７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（花渕浜地区海岸護岸等災害復 

旧工事の請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 685,315,080円 → 737,472,600円 

 あ 契約の相手方 あ 東北重機工事株式会社 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８６号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９４号 

○二回目変更あ平成３０年９月１８日提出あ報告第１６９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（51） 報告第 51 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（52） 報告第 52 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（南貞山運河護岸等災害復旧工 

事（その８）の請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,844,830,080円 → 1,917,538,920円 

 あ 契約の相手方 あ グリーン企画建設株式会社 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８９号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９７号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第８３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（北貞山運河護岸等災害復旧工 

事（その２）の請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,632,655,440円 → 1,599,363,360円 

 あ 契約の相手方 あ 千田建設株式会社 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第９０号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９８号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第８４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（53） 報告第 53 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（54） 報告第 54 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（七北田川護岸等災害復旧工事 

（その６）の請負契約の変更） 
 

 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,763,070,840円 → 1,783,541,160円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社ファインテック 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第９１号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９９号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第８５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月１８日 

専決処分の報告について（東名地区海岸護岸等災害復旧 

工事（その６）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 857,269,440円 → 726,953,400円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成２８年３月１５日あ議第１５９号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第２００号 

○二回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２２８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（55） 報告第 55 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（56） 報告第 56 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（大沢川護岸等災害復旧工事の 

請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 653,420,520円 → 648,093,960円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社センショウ・テック． 

○議 決 日あ平成２８年７月５日あ議第２１０号議案 

○一回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２７２号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第８７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（追波川等護岸等災害復旧工事 

（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,506,041,640円 → 1,635,419,160円 

 あ 契約の相手方 あ 総武建設株式会社 

○議 決 日あ平成２８年７月５日あ議第２１２号議案 

○変 更 日あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２７４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（57） 報告第 57 号

（58） 報告第 58 号

専決処分の報告について（追波川等護岸等災害復旧工事 

（その４）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 924,217,560円 → 1,050,244,920円 

 あ 契約の相手方 あ 野口建設・青木あすなろ建設復旧・復興建 

 あ 契約の相手方 あ設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年７月５日あ議第２１４号議案

○変 更 日あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２７６号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日

専決処分の報告について（大沢川護岸等災害復旧工事（そ 

の２）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 872,327,880円 → 907,204,320円 

 あ 契約の相手方 あ 東洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第５７号議案

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５０号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日
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（59） 報告第 59 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（60） 報告第 60 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（中島川護岸等災害復旧工事の 

請負契約の変更） 
 

  

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,913,027,760円 → 1,890,548,640円 

 あ 契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第５８号議案 

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５１号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（大沢川護岸等災害復旧工事（そ 

の３）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,757,468,880円 → 1,813,408,560円 

 あ 契約の相手方 あ ㈱武山興業・佐田建設㈱復旧・復興建設工 

 あ 契約の相手方 あ 事共同企業体 

○議 決 日あ平成２９年６月１９日あ議第１６０号議案 

○変 更 日あ平成２９年９月１日提出あ報告第１９０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（61） 報告第 61 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（62） 報告第 62 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（坂元川等護岸等災害復旧工事 

（その３）の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 864,603,720円 → 971,968,680円 

 あ契約の相手方 あ 株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２４２号議案 

○変 更 日あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９３号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（戸花川等護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 966,214,440円 → 1,028,394,360円 

 あ契約の相手方 あ奥田建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年１１月２７日あ議第２４３号議案 

○変 更 日あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 
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（63） 報告第 63 号

（64） 報告第 64 号

専決処分の報告について（野々島地区海岸護岸等災害復 

旧工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,668,600,000円 → 1,931,508,720円 

あ契約の相手方 あ東洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第７８号議案

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日

専決処分の報告について（五間堀川赤井江遊水地排水機 

場機械設備工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 878,904,000円 → 920,276,640円 

あ契約の相手方 あ昱株式会社 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第７９号議案

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日
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（65） 報告第 65 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（66） 報告第 66 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（南貞山運河護岸等災害復旧工 

事（その９）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 673,704,000円 → 800,742,240円 

 あ 契約の相手方 株式会社佐藤建設 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第８０号議案 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年１２月２８日 

専決処分の報告について（仙台塩 港石巻港区防潮堤災 

害復旧工事（その４）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 1,808,254,800円 → 1,603,416,600円 

 あ 契約の相手方 東洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年７月３日あ議第２２０号議案 

○一回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２３７号 

○二回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第８６号 

○三回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１５日 
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（67） 報告第 67 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（68） 報告第 68 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（荻浜港防潮堤災害復旧工事の 

請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,033,754,400円 → 1,137,301,560円 

 あ 契約の相手方 吉川建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年７月３日あ議第２２３号議案 

○一回目変更あ平成２７年９月３日提出あ報告第２４０号 

○二回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第２０３号 

○三回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第８７号 

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１５日 

専決処分の報告について（仙台塩 港石巻港区防潮堤建 

設工事（その１０）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 853,987,320円 → 774,687,240円 

 あ 契約の相手方 尾形土建・東洋建設復旧・復興建設工事共 

 あ 契約の相手方 同企業体 

○議 決 日あ平成２８年１０月１４日あ議第２６２号議案 

○一回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第９２号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１０４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３１年１月１５日 
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（69） 報告第 69 号

（70） 報告第 70 号

専決処分の報告について（雄勝港防潮堤災害復旧工事（そ 

の５）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 947,886,840円 → 970,470,720円 

 あ 契約の相手方 あ 野口建設・青木あすなろ建設復旧・復興建 

 あ 契約の相手方 あ 設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年１０月１４日あ議第２６３号議案

○一回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第９３号

○二回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５４号

○三回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１０５号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３１年１月１５日

専決処分の報告について（仙台塩 港仙台港区防潮堤建 

設工事（その３）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 892,753,920円 → 997,184,520円 

 あ 契約の相手方 あ 西田鉄工株式会社 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第６１号議案

○変 更 日あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５６号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３１年１月１５日
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（71） 報告第 71 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（72） 報告第 72 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告について（宮城県若林警察署（仮称）庁 

舎新築工事の請負契約の変更） 
あ 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,519,042,680円 → 1,546,656,120円 

 あ 契約の相手方 あ 阿部建設株式会社 

1○議 決 日あ平成２９年９月２９日あ議第１９３号議案 

1○変 更 日あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１１９号 

1○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

1○専決処分日あ平成３１年１月３１日 

 

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の決定） 

 
 

和解及び損害賠償の額の決定について，それぞれ専決処分し 

たので報告するもの 

○事故の状況 

 １ 件   数 あ１２件 

  ２ 発   生 あ 平成２９年４月～平成３０年１１月 

 ３ 損 害 原 因 あ 県管理道路の損傷による事故等 

 ４ 損害賠償額 あ 2,086,374円 

 ５ 専決処分日 あ 平成３０年１２月２６日～平成３１年１月１８日 
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（73） 報告第 73 号

（74） 報告第 74 号

専決処分の報告について（県営住宅の明渡請求等に係る 

訴えの提起） 

○家賃滞納者 １名

○訴え提起の日 平成３０年１２月２７日

専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損害 

賠償の額の決定） 

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について，それ 

ぞれ専決処分したので報告するもの 

○事故の状況

１ 件   数 あ１６件

２ 発   生 あ 平成２９年４月～平成３０年１１月

３ 損 害 内 容 あ 人身事故，車両事故

４ 損害賠償額 あ 8,145,568円

５ 専決処分日 あ 平成３０年１２月２５日～平成３１年１月１５日

 長期にわたる県営住宅の家賃滞納者に対し住宅の明渡し及び 

滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起することについて，そ 

れぞれ専決処分したので報告するもの 
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